
マンスリー・レポート

　基準価額の推移 　基準価額、純資産総額

　期間別騰落率

データは、当初設定日から作成基準日までを表示しています。

基準価額は、信託報酬控除後です。

　分配の推移（1万口当たり、税引前）

　資産内容

対純資産総額比です。

投資対象の組入開始後1ヵ月経過していない場合は、「月間騰落率」の数値を表示しておりません。

　ファンドマネージャーのコメント

　国内株式SMTBセレクション（SMA専用）

※

※

※

※

※

運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。

　　追加型投信／国内／株式 2015年2月6日：当初設定日

2025年3月31日

※

：作成基準日

基準価額（分配金再投資）は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算して
います。

※

ファンドの騰落率は、分配金（税引前）を再投資したものと
して計算しています。

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。
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純資産総額（億円）：右目盛 基準価額（分配金再投資）（円）：左目盛

基準価額（円）：左目盛

国内株式市場は下落しました。月前半は、トランプ米政権がカナダとメキシコへの自動車の関税について1カ月間の猶予を設けたことで過
度な警戒感が後退し、上昇しました。月後半は、トランプ米大統領が米国に輸入される自動車へ25％の追加関税を課すことを発表したこと
で自動車関連株などが売られ、下落しました。

このような環境下、組み入れファンドは「国内株式アクティブバリューファンド（適格機関投資家専用）」、「FOFs用国内株式エンハンスト運
用戦略ファンド（適格機関投資家専用）」などが堅調となり、ファンド全体の騰落率はプラスとなりました。

基準価額 24,021 円 + 304 円

純資産総額 2,601.10 億円 + 55.00 億円

当月末 前月末比

騰落率

1ヵ月 1.28%

3ヵ月 -2.21%

6ヵ月 2.53%

1年 3.48%

3年 54.19%

設定来 140.21%

設定来分配金合計額 0 円

決算期

分配金 0 円 0 円 0 円

2024年12月2023年12月2022年12月

投資対象 配分比率 月間騰落率

 国内株式インデックス マザーファンド 19.32% 0.21%

 日本株式ESGセレクト・リーダーズインデックスマザーファンド 4.72% -0.83%

 FOFs用国内株式エンハンスト運用戦略ファンド（適格機関投資家専用） 10.06% 2.53%

 日本株式エクセレント・フォーカス マザーファンド 4.52% -0.80%

 国内株式アクティブバリューファンド（適格機関投資家専用） 20.47% 3.27%

 日本長期成長株集中投資ファンド（適格機関投資家専用） 14.60% 0.04%

 FOFs用国内株式EVIバリューファンド（適格機関投資家専用） 20.30% 1.80%

 SMDAM日本グロース株ファンド（適格機関投資家専用） 4.78% 1.90%

 マネープールマザーファンド 0.00% 0.02%

 コール・その他 1.22% -
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マンスリー・レポート

　国内株式インデックス マザーファンドの資産の状況

　資産内容 　組入上位5業種

対純資産総額比です。

対現物株式構成比です。

　組入上位10銘柄

対純資産総額比です。

　市場動向

当初設定日 2015年2月6日

作成基準日

※

※

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

※

　　追加型投信／国内／株式

　国内株式SMTBセレクション（SMA専用）
：

： 2025年3月31日

国内株式市場は下落しました。月前半は、2月末の株価下落を受けて自律反発を狙った買いが優勢となったことや、トランプ米政権がカナ
ダとメキシコへの自動車の関税について1カ月間の猶予を設けたことで関税政策への過度な警戒感が後退し上昇しました。一方、トランプ
米大統領がメディアへのインタビューで関税による米景気後退入りの可能性を明確に否定しなかったことなどが重石となりました。月末に
かけて、トランプ米大統領が米国に輸入される自動車へ25％の追加関税を課すことを発表したことで自動車関連株などが売られたほか、
米経済指標を受けてスタグフレーション懸念が高まったことなどが株式市場の下押し圧力となり、月間では下落しました。

株式 97.76%

株式先物取引 2.13%

短期金融資産等 0.11%

合 計 100.00%

業種 ファンド ベンチマーク

1 電気機器 17.35% 17.41%

2 銀行業 9.53% 9.52%

3 情報・通信業 7.58% 7.58%

4 輸送用機器 7.23% 7.23%

5 卸売業 6.73% 6.73%

銘柄 業種 比率

1 トヨタ自動車 輸送用機器 3.59%

2 ソニーグループ 電気機器 3.36%

3 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業 3.28%

4 日立製作所 電気機器 2.30%

5 三井住友フィナンシャルグループ 銀行業 1.99%

6 任天堂 その他製品 1.65%

7 リクルートホールディングス サービス業 1.59%

8 キーエンス 電気機器 1.51%

9 東京海上ホールディングス 保険業 1.43%

10 みずほフィナンシャルグループ 銀行業 1.39%

組入銘柄数 ： 1,672

2 



マンスリー・レポート

　日本株式ESGセレクト・リーダーズインデックスマザーファンドの資産の状況

　資産内容 　組入上位5業種

対純資産総額比です。

対現物株式構成比です。

　組入上位10銘柄

対純資産総額比です。

　市場動向

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

　国内株式SMTBセレクション（SMA専用）

　　追加型投信／国内／株式 当初設定日 ： 2015年2月6日

作成基準日 ： 2025年3月31日

※

※

※

銘柄 業種 比率

1 トヨタ自動車 輸送用機器 6.42%

2 ソニーグループ 電気機器 5.99%

3 日立製作所 電気機器 4.15%

4 三井住友フィナンシャルグループ 銀行業 3.66%

5 リクルートホールディングス サービス業 2.78%

6 東京海上ホールディングス 保険業 2.64%

7 みずほフィナンシャルグループ 銀行業 2.53%

8 東京エレクトロン 電気機器 2.33%

9 ファーストリテイリング 小売業 2.18%

10 伊藤忠商事 卸売業 2.12%

組入銘柄数 ： 238

業種 ファンド ベンチマーク

1 電気機器 23.04% 23.04%

2 情報・通信業 7.46% 7.45%

3 銀行業 6.99% 7.00%

4 輸送用機器 6.88% 6.88%

5 機械 6.29% 6.30%

株式 98.07%

株式先物取引 1.91%

短期金融資産等 0.02%

合 計 100.00%

国内株式市場は下落しました。月前半は、2月末の株価下落を受けて自律反発を狙った買いが優勢となったことや、トランプ米政権がカナ
ダとメキシコへの自動車の関税について1カ月間の猶予を設けたことで関税政策への過度な警戒感が後退し上昇しました。一方、トランプ
米大統領がメディアへのインタビューで関税による米景気後退入りの可能性を明確に否定しなかったことなどが重石となりました。月末に
かけて、トランプ米大統領が米国に輸入される自動車へ25％の追加関税を課すことを発表したことで自動車関連株などが売られたほか、
米経済指標を受けてスタグフレーション懸念が高まったことなどが株式市場の下押し圧力となり、月間では下落しました。
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マンスリー・レポート

　FOFs用国内株式エンハンスト運用戦略ファンド（適格機関投資家専用）の資産の状況

　資産内容 　組入上位5業種

対純資産総額比です。

対純資産総額比です。

　組入上位10銘柄

対純資産総額比です。

　市場動向と運用実績

※

※

※

「FOFs用国内株式エンハンスト運用戦略ファンド（適格機関投資家専用）」の資産内容等は、三井住友トラスト・アセットマネジメントが日興アセットマネ
ジメント株式会社からの情報提供に基づき作成しておりますが、掲載データに関する情報の正確性、信頼性、完全性を保証するものではありません。
日興アセットマネジメント株式会社は、2025年9月1日付で「アモーヴァ・アセットマネジメント株式会社」へ変更いたします。

当ファンドは「国内株式エンハンスト運用戦略マザーファンド」を主要投資対象としています。以下の情報はマザーファンドについての情報を掲載しています。

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

※

　国内株式SMTBセレクション（SMA専用）

：作成基準日

※

2015年2月6日　　追加型投信／国内／株式
2025年3月31日

：当初設定日

【市場動向】
国内株式市場は下落しました。月前半は、トランプ米政権がカナダとメキシコへの自動車の関税について1カ月間の猶予を設けたことで過
度な警戒感が後退し、上昇しました。月後半は、トランプ米大統領が米国に輸入される自動車へ25％の追加関税を課すことを発表したこと
で自動車関連株などが売られ、下落しました。東証33業種分類では、鉱業、保険業、不動産業などが上昇する一方で、海運業、その他製
品、サービス業などが下落しました。

【運用実績】
3月の当ファンドはTOPIXに対して堅調なパフォーマンスとなりました。リスクインデックスのうち、プラスのエクスポージャーをとっていた益
回り、バリューがプラスに寄与しました。また、個別銘柄選択効果もプラスに寄与しました。3月末時点では、株式の組入比率はほぼフルイ
ンベストメントの状態となっています。また、益回り、バリュー、センチメントのエクスポージャーがプラスに大きくなっています。

株式 94.90%

株式先物取引 4.60%

短期金融資産等 0.50%

合 計 100.00%

業種 比率

1 電気機器 20.75%

2 情報・通信業 8.33%

3 輸送用機器 7.78%

4 銀行業 7.04%

5 サービス業 6.66%

銘柄 業種 比率

1 ソニーグループ 電気機器 5.24%

2 三井住友フィナンシャルグループ 銀行業 4.02%

3 三井物産 卸売業 2.99%

4 三菱電機 電気機器 2.56%

5 ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス 保険業 2.42%

6 デンソー 輸送用機器 2.38%

7 オリックス その他金融業 2.36%

8 野村ホールディングス 証券、商品先物取引業 2.23%

9 本田技研工業 輸送用機器 2.13%

10 塩野義製薬 医薬品 2.13%

組入銘柄数 ： 278
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マンスリー・レポート

　日本株式エクセレント・フォーカス マザーファンドの資産の状況

　資産内容 　組入上位5業種

対純資産総額比です。

対現物株式構成比です。

　組入上位10銘柄

対純資産総額比です。

　市場動向と運用実績

※

　　追加型投信／国内／株式 当初設定日 ： 2015年2月6日

作成基準日 ： 2025年3月31日

※

※

　国内株式SMTBセレクション（SMA専用）

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

【市場動向】
国内株式市場は下落しました。月前半は、2月末の株価下落を受けて自律反発を狙った買いが優勢となったことや、トランプ米政権がカナ
ダとメキシコへの自動車の関税について1カ月間の猶予を設けたことで関税政策への過度な警戒感が後退し上昇しました。一方、トランプ
米大統領がメディアへのインタビューで関税による米景気後退入りの可能性を明確に否定しなかったことなどが重石となりました。月末に
かけて、トランプ米大統領が米国に輸入される自動車へ25％の追加関税を課すことを発表したことで自動車関連株などが売られたほか、
米経済指標を受けてスタグフレーション懸念が高まったことなどが株式市場の下押し圧力となり、月間では下落しました。

【運用実績】
高付加価値セラミック製品の需要拡大が期待されるMARUWA、株価下落によりバリュエーション面の魅力が高まったと判断したトヨタ自動
車などを購入しました。一方、株価上昇を受け、利益確定の観点から川崎重工業、三菱重工業などを売却しました。

株式 98.70%

株式先物取引 0.00%

短期金融資産等 1.30%

合 計 100.00%

業種 ファンド ベンチマーク

1 電気機器 20.68% 17.41%

2 機械 13.40% 5.56%

3 小売業 11.93% 4.53%

4 銀行業 10.22% 9.52%

5 輸送用機器 8.94% 7.23%

銘柄 業種 比率

1 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業 5.64%

2 川崎重工業 輸送用機器 4.97%

3 ソニーグループ 電気機器 4.79%

4 三越伊勢丹ホールディングス 小売業 4.50%

5 ＭＡＲＵＷＡ ガラス・土石製品 4.50%

6 三井住友フィナンシャルグループ 銀行業 4.44%

7 三菱重工業 機械 4.24%

8 日立製作所 電気機器 3.88%

9 リクルートホールディングス サービス業 3.04%

10 東京エレクトロン 電気機器 2.91%

組入銘柄数 ： 48
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マンスリー・レポート

　国内株式アクティブバリューファンド（適格機関投資家専用）の資産の状況
当ファンドは「アクティブバリュー マザーファンド」を主要投資対象としています。以下の情報はマザーファンドについての情報を掲載しています。

　資産内容 　組入上位5業種

対純資産総額比です。

対純資産総額比です。

　組入上位10銘柄

対純資産総額比です。

　市場動向と運用実績

※

　　追加型投信／国内／株式 当初設定日

2025年3月31日

※

※

　国内株式SMTBセレクション（SMA専用）
：

作成基準日 ：

※ 「国内株式アクティブバリューファンド（適格機関投資家専用）」の資産内容等は、三井住友トラスト・アセットマネジメントが日興アセットマネジメント株
式会社からの情報提供に基づき作成しておりますが、掲載データに関する情報の正確性、信頼性、完全性を保証するものではありません。日興ア
セットマネジメント株式会社は、2025年9月1日付で「アモーヴァ・アセットマネジメント株式会社」へ変更いたします。

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

※

2015年2月6日

【市場動向】
国内株式市場は下落しました。月前半は、トランプ米政権がカナダとメキシコへの自動車の関税について1カ月間の猶予を設けたことで過
度な警戒感が後退し、上昇しました。月後半は、トランプ米大統領が米国に輸入される自動車へ25％の追加関税を課すことを発表したこと
で自動車関連株などが売られ、下落しました。東証33業種分類では、鉱業、保険業、不動産業などが上昇する一方で、海運業、その他製
品、サービス業などが下落しました。

【運用実績】
当月は、保有銘柄のうち、PER（株価収益率）やPBR（株価純資産倍率）、キャッシュフロー利回りなどのバリュエーション（株価評価）面から
相対的に割安感が薄れた銘柄（輸送用機器株、その他金融業株、銀行業株の一部など）を売却する一方、割安感が強いと判断した銘柄
（電気機器株、食料品株、情報・通信株の一部など）に投資しました。

株式 97.33%

株式先物取引 0.00%

短期金融資産等 2.67%

合 計 100.00%

業種 比率

1 電気機器 15.15%

2 銀行業 11.81%

3 卸売業 7.64%

4 輸送用機器 6.99%

5 化学 6.74%

銘柄 業種 比率

1 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業 4.84%

2 ソニーグループ 電気機器 4.17%

3 三井住友フィナンシャルグループ 銀行業 3.90%

4 トヨタ自動車 輸送用機器 3.69%

5 日立製作所 電気機器 3.25%

6 三菱商事 卸売業 2.30%

7 武田薬品工業 医薬品 1.72%

8 ソフトバンクグループ 情報・通信業 1.61%

9 第一生命ホールディングス 保険業 1.45%

10 三井物産 卸売業 1.39%

銘柄 業種 比率

1 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業 4.84%

2 ソニーグループ 電気機器 4.17%

3 三井住友フィナンシャルグループ 銀行業 3.90%

4 トヨタ自動車 輸送用機器 3.69%

5 日立製作所 電気機器 3.25%

6 三菱商事 卸売業 2.30%

7 武田薬品工業 医薬品 1.72%

8 ソフトバンクグループ 情報・通信業 1.61%

9 第一生命ホールディングス 保険業 1.45%

10 三井物産 卸売業 1.39%

組入銘柄数 ： 105
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マンスリー・レポート

　日本長期成長株集中投資ファンド(適格機関投資家専用)の資産の状況

　資産内容 　組入上位5業種

対純資産総額比です。

対純資産総額比です。

　組入上位10銘柄

対純資産総額比です。

　市場動向と運用実績

　国内株式SMTBセレクション（SMA専用）

※

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

当ファンドは「日本長期成長株集中投資マザーファンド」を主要投資対象としています。以下の情報はマザーファンドについての情報を掲載しています。

※

※ 「日本長期成長株集中投資ファンド(適格機関投資家専用)」の資産内容等は、三井住友トラスト・アセットマネジメントがゴールドマン・サックス・アセッ
ト・マネジメント株式会社からの情報提供に基づき作成しておりますが、掲載データに関する情報の正確性、信頼性、完全性を保証するものではありま
せん。

※

※

2015年2月6日　　追加型投信／国内／株式 当初設定日 ：

作成基準日 2025年3月31日：

【市場動向】
国内株式市場は下落しました。月前半は、トランプ米政権がカナダとメキシコへの自動車の関税について1カ月間の猶予を設けたことで過
度な警戒感が後退し、上昇しました。月後半は、トランプ米大統領が米国に輸入される自動車へ25％の追加関税を課すことを発表したこと
で自動車関連株などが売られ、下落しました。東証33業種分類では、鉱業、保険業、不動産業などが上昇する一方で、海運業、その他製
品、サービス業などが下落しました。

【運用実績】
3月のリターンは小幅なプラスとなりました。
個別銘柄で見ると、国内最大手の損害保険グループは、高配当利回りかつ割安銘柄への物色が広がるとの期待感から株価が上昇しまし
た。一方、人材サービス会社は、トランプ米政権の関税政策に伴う米経済の悪化懸念や政府部門の人員削減による労働市場の下振れ懸
念などを受け、投資家心理が悪化する中で株価が下落しました。

株式 97.01%

株式先物取引 0.00%

短期金融資産等 2.99%

合 計 100.00%

業種 比率

1 電気機器 25.67%

2 その他業種 12.45%

3 精密機器 8.28%

4 情報・通信業 8.16%

5 小売業 7.15%

銘柄 業種 比率

1 ソニーグループ 電気機器 6.85%

2 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業 6.51%

3 東京海上ホールディングス 保険業 5.99%

4 日立製作所 電気機器 5.26%

5 日本電気 電気機器 5.23%

6 ファーストリテイリング 小売業 3.85%

7 ダイフク 機械 3.78%

8 リクルートホールディングス サービス業 3.47%

9 アシックス その他製品 3.42%

10 東京エレクトロン 電気機器 3.34%

組入銘柄数 ： 36
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マンスリー・レポート

　FOFs用国内株式EVIバリューファンド（適格機関投資家専用）の資産の状況

　資産内容 　組入上位5業種

対純資産総額比です。

対純資産総額比です。

　組入上位10銘柄

対純資産総額比です。

　市場動向と運用実績

当初設定日 ：

「FOFs用国内株式EVIバリューファンド（適格機関投資家専用）」の資産内容等は、三井住友トラスト・アセットマネジメントが三井住友DSアセットマネジ
メント株式会社からの情報提供に基づき作成しておりますが、掲載データに関する情報の正確性、信頼性、完全性を保証するものではありません。

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

2015年2月6日

作成基準日 ： 2025年3月31日

※ 当ファンドは「日本株EVIハイアルファマザーファンド」を主要投資対象としています。以下の情報はマザーファンドについての情報を掲載しています。

※

※

※

※

　国内株式SMTBセレクション（SMA専用）

　　追加型投信／国内／株式

【市場動向】
国内株式市場は下落しました。月前半は、トランプ米政権がカナダとメキシコへの自動車の関税について1カ月間の猶予を設けたことで過
度な警戒感が後退し、上昇しました。月後半は、トランプ米大統領が米国に輸入される自動車へ25％の追加関税を課すことを発表したこと
で自動車関連株などが売られ、下落しました。東証33業種分類では、鉱業、保険業、不動産業などが上昇する一方で、海運業、その他製
品、サービス業などが下落しました。

【運用実績】
当月は、鉄鋼・非鉄、情報通信・サービスその他のウェイトを引き下げた一方、医薬品、建設・資材のウェイトを引き上げました。鉄鋼・非鉄
および情報通信・サービスその他の引き下げは、AI（人工知能）データセンターへの投資減速を予想し、株価バリュエーション（投資価値評
価）への影響が大きい企業を売却したことによるものです。医薬品の引き上げは、マクロ景気の影響を受けにくい銘柄の一角として製薬会
社に投資したことによるもので、建設・資材の引き上げは、国内建設事業のマージン改善と株主還元の強化を予想した企業に投資したこと
によるものです。

株式 97.58%

株式先物取引 0.00%

短期金融資産等 2.42%

合 計 100.00%

業種 比率

1 電気機器 24.34%

2 銀行業 11.54%

3 輸送用機器 9.41%

4 機械 6.34%

5 医薬品 5.46%

銘柄 業種 比率

1 ソニーグループ 電気機器 5.32%

2 パナソニック　ホールディングス 電気機器 4.39%

3 武田薬品工業 医薬品 4.38%

4 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業 4.26%

5 トヨタ自動車 輸送用機器 3.97%

6 丸紅 卸売業 3.79%

7 鹿島建設 建設業 3.17%

8 日本電気 電気機器 3.16%

9 ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス 保険業 2.88%

10 ＪＶＣケンウッド 電気機器 2.52%

組入銘柄数 ： 50
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マンスリー・レポート

　SMDAM日本グロース株ファンド（適格機関投資家専用）の資産の状況

　資産内容 　組入上位5業種

対純資産総額比です。

対純資産総額比です。

　組入上位10銘柄

対純資産総額比です。

　市場動向と運用実績

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

　　追加型投信／国内／株式 当初設定日 ： 2015年2月6日

作成基準日 ： 2025年3月31日

　国内株式SMTBセレクション（SMA専用）

※ 当ファンドは「日本グロース株マザーファンド」を主要投資対象としています。以下の情報はマザーファンドについての情報を掲載しています。

※

※

※

※ 「SMDAM日本グロース株ファンド（適格機関投資家専用）」の資産内容等は、三井住友トラスト・アセットマネジメントが三井住友DSアセットマネジメント
株式会社からの情報提供に基づき作成しておりますが、掲載データに関する情報の正確性、信頼性、完全性を保証するものではありません。

【市場動向】
国内株式市場は下落しました。月前半は、トランプ米政権がカナダとメキシコへの自動車の関税について1カ月間の猶予を設けたことで過
度な警戒感が後退し、上昇しました。月後半は、トランプ米大統領が米国に輸入される自動車へ25％の追加関税を課すことを発表したこと
で自動車関連株などが売られ、下落しました。東証33業種分類では、鉱業、保険業、不動産業などが上昇する一方で、海運業、その他製
品、サービス業などが下落しました。

【運用実績】
当月のパフォーマンスは、TOPIX（配当込み）を上回りました。機械や輸送用機器などにおける銘柄選択のほか、保険業における業種配
分もプラスに寄与しました。米国の相互関税が、世界的な貿易戦争に発展し景気減速とインフレの加速を招くとの懸念が広がる中、日米
の株式市場は下落しました。今後、日米間の協議により関税率が引き下げられる可能性に期待したいところですが、現時点ではその蓋然
性を判断できる材料に乏しく、関税の影響が相対的に小さいと思われるITサービスセクターなど内需成長株のウェイトを高めることを考え
ています。引き続き今後の状況変化を注視しつつ、ややリスク抑制的なポートフォリオを維持していく方針です。

株式 98.78%

株式先物取引 0.28%

短期金融資産等 0.93%

合 計 100.00%

業種 比率

1 電気機器 19.74%

2 銀行業 11.01%

3 情報・通信業 7.96%

4 輸送用機器 7.67%

5 保険業 6.34%

銘柄 業種 比率

1 ソニーグループ 電気機器 5.69%

2 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業 5.44%

3 日立製作所 電気機器 3.92%

4 トヨタ自動車 輸送用機器 3.91%

5 みずほフィナンシャルグループ 銀行業 3.25%

6 東京海上ホールディングス 保険業 3.03%

7 三菱重工業 機械 2.85%

8 サンリオ 卸売業 2.24%

9 リクルートホールディングス サービス業 2.18%

10 アシックス その他製品 2.05%

組入銘柄数 ： 146
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マンスリー・レポート

　組入ファンドのベンチマーク

※ 各ファンドのベンチマークは、以下の通りです。

2015年2月6日

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

作成基準日 ： 2025年3月31日

　　追加型投信／国内／株式

　国内株式SMTBセレクション（SMA専用）
当初設定日 ：

組入ファンド

国内株式インデックス マザーファンド

FOFs用国内株式エンハンスト運用戦略ファンド
（適格機関投資家専用）

日本株式エクセレント・フォーカス マザーファンド

国内株式アクティブバリューファンド
（適格機関投資家専用）

FOFs用国内株式EVIバリューファンド
（適格機関投資家専用）

SMDAM日本グロース株ファンド
（適格機関投資家専用）

【TOPIX（東証株価指数）（配当込み）】

TOPIX（東証株価指数）とは、株式会社ＪＰＸ総研が算出、公表する指数で、日本の株式市場を広範
に網羅するとともに、投資対象としての機能性を有するマーケット・ベンチマークで、浮動株ベースの
時価総額加重方式により算出されます。「配当込み」指数は、配当収益を考慮して算出した指数で
す。
TOPIX（東証株価指数）（配当込み）（以下、「配当込みＴＯＰＩＸ」という。）の指数値及び配当込みＴＯＰ
ＩＸに係る標章又は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」とい
う。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など配当込みＴＯＰＩＸに関するすべての
権利・ノウハウ及び配当込みＴＯＰＩＸに係る標章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。
ＪＰＸは、配当込みＴＯＰＩＸの指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いませ
ん。本商品は、ＪＰＸにより提供、保証又は販売されるものではなく、本商品の設定、販売及び販売促
進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を負いません。

日本株式ESGセレクト・リーダーズインデックス
マザーファンド

【MSCIジャパンESGセレクト・リーダーズ指数（配当込み）】

MSCIジャパンESGセレクト・リーダーズ指数は、MSCI Inc.が開発した株価指数で、親指数（MSCIジャ
パンIMI）構成銘柄の中から、親指数における各GICS業種分類の時価総額50％を目標に、ESG評価
に優れた企業を選別して構築される指数です。この選別手法により、ESG評価の高い企業を選ぶこと
で発生しがちな業種の偏りが抑制されています。「配当込み」指数は、配当収益を考慮して算出した
指数です。
MSCIジャパンESGセレクト・リーダーズ指数に関する著作権等の知的財産権及びその他の一切の権
利はMSCI Inc.に帰属します。また、MSCI Inc.はMSCIジャパンESGセレクト・リーダーズ指数の内容を
変更する権利及び公表を停止する権利を有しています。

ベンチマーク
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マンスリー・レポート

　ファンドの特色

　投資リスク

《基準価額の変動要因》

信託財産に生じた利益及び損失は、全て投資者の皆様に帰属します。
投資信託は預貯金と異なります。

【株価変動リスク】

【金利変動リスク】

【信用リスク】

【有価証券の貸付等に係るリスク】

【ESGの投資リスク】

基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

《その他の留意点》

ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。
従って、投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割
り込むことがあります。

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

●

●

債券の価格は、一般的に金利低下（上昇）した場合は値上がり（値下がり）します。また、発行者の財務状況の変化等及びそれらに関す
る外部評価の変化や国内外の経済情勢等により変動します。債券価格が下落した場合は、基準価額の下落要因となります。

株価は、発行者の業績、経営・財務状況の変化及びそれらに関する外部評価の変化や国内外の経済情勢等により変動します。株価が
下落した場合は、基準価額の下落要因となります。

●

●

※

有価証券の発行体が財政難、経営不振、その他の理由により、利払い、償還金、借入金等をあらかじめ決められた条件で支払うことが
できなくなった場合、又はそれが予想される場合には、有価証券の価格は下落し、基準価額の下落要因となる可能性があります。

分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準価
額は下がります。
分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益及び評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合があります。
その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間にお
けるファンドの収益率を示すものではありません。
投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部又は全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。
ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

● ファンドは、大量の換金申込が発生し短期間で換金代金を手当てする必要が生じた場合や組入資産の主たる取引市場において市
場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が
限られてしまうリスクがあります。
これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付が中止、取り消しとなる可能性、換金代金のお支
払が遅延する可能性があります。

一部の投資対象ファンドにおいては、ESGを投資対象選定の主要な要素としており、ESG評価が相対的に高い企業の発行する有価証
券を選別して組み入れます。
ESG評価と短期的な有価証券の値動きには必ずしも関連性があるわけではありません。また、ESG評価がファンドの収益源となる場合も
ありますが、損失が発生する要因となる場合もあります。

投資対象ファンドにおいて有価証券の貸付の指図を行った場合、取引相手先の倒産などにより決済が不履行となるリスクがあり、基準
価額の下落要因となる可能性があります。

●

各投資対象ファンドへの投資割合については、定期的な見直しを行うほか、市場環境等に応じて調整を行います。また、投資対象ファ
ンドは適宜見直しを行います。

2.

1.

2025年3月31日作成基準日

　　追加型投信／国内／株式
：

主としてわが国の金融商品取引所等に上場されている株式等を実質的な投資対象とする投資信託証券（以下「投資対象ファンド」）に
投資します。

当初設定日 ： 2015年2月6日

　国内株式SMTBセレクション（SMA専用）

11 



マンスリー・レポート

　お申込みメモ

販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

販売会社と投資一任契約を締結されている投資者等に限るものとします。

販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。（信託財産留保額の控除はありません。）

原則として、換金申込受付日から起算して6営業日目からお支払いします。

無期限（2015年2月6日設定）

・受益権の口数が30億口を下回ることとなった場合
・ファンドを償還することが受益者のために有利であると認める場合
・やむを得ない事情が発生した場合

毎年12月20日（休業日の場合は翌営業日）です。

年1回、毎決算時に原則として収益分配を行う方針です。

申 込 締 切 時 間 ・・・

・・・

　国内株式SMTBセレクション（SMA専用）

購入の申込者の制限 ・・・

当初設定日 2015年2月6日：　　追加型投信／国内／株式

原則として、販売会社の営業日の午後3時半までにお申込みが行われ、販売会社所定の事務手続きが完了
したものを当日のお申込受付分とします。なお、販売会社によっては対応が異なる場合がありますので、詳し
くは販売会社にお問い合わせください。

・・・

： 2025年3月31日

・・・購 入 価 額

購 入 単 位

ファンドの規模及び商品性格などに基づき、運用上の支障をきたさないようにするため、大口の換金には受
付時間及び金額の制限を行う場合があります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換 金 代 金 ・・・

換 金 制 限 ・・・

換 金 価 額

購入申込受付日の翌営業日の基準価額とします。
（基準価額は1万口当たりで表示しています。）

作成基準日

換 金 単 位

・・・

・・・

・・・購入・換金申込受付
の 中 止 及 び 取 消 し

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

・・・収 益 分 配

・・・

課 税 関 係

次のいずれかの場合には、委託会社は、事前に受益者の意向を確認し、受託会社と合意のうえ、信託契約を
解約し、信託を終了（繰上償還）させることができます。

繰 上 償 還

信 託 期 間

金融商品取引所等における取引の停止、その他やむを得ない事情があるときは、委託会社は購入・換金の
お申込みの受付を中止すること、及びすでに受け付けた購入・換金のお申込みの取消しを行うことがありま
す。

・・・ 課税上は株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用対象となり
ます。
ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱いが異なる場
合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
なお、配当控除あるいは益金不算入制度の適用はありません。

決 算 日

・・・
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マンスリー・レポート

　ファンドの費用

《投資者が直接的に負担する費用》

■ 購入時手数料

ありません。

■ 信託財産留保額

ありません。

《投資者が信託財産で間接的に負担する費用》

■ 運用管理費用（信託報酬）

＜当ファンド＞

純資産総額に対して年率0.605％（税抜0.55％）を乗じて得た額

＜投資対象とする投資信託証券＞
純資産総額に対して年率0.0％～0.5724％程度（税抜0.0％～0.53％程度）

＜実質的な負担＞

純資産総額に対して年率0.605％～1.1774％程度（税抜0.55％～1.08％程度）
この値は目安であり、投資対象ファンドの実際の組入れ状況等により変動します。

■ その他の費用・手数料

上記の手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、上限額等を事前に示すことができません。
詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）の「ファンドの費用・税金」をご覧ください。

　国内株式SMTBセレクション（SMA専用）

　　追加型投信／国内／株式 当初設定日 ： 2015年2月6日

作成基準日 ： 2025年3月31日

有価証券の売買・保管、信託事務に係る諸費用、投資対象ファンドの売買に伴う信託財産留保額等をその都度、監査費用等を日々、
ファンドが負担します。この他、投資対象とする投資信託証券においては、当該投資信託証券の信託報酬とは別に、投資信託財産に
関する租税や、投資信託の運営・運用等に要する諸費用が発生します。これらの費用は、運用状況等により変動するなどの理由によ
り、事前に料率、上限額等を示すことができません。

※
※

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

運用管理費用（信託報酬）の総額は、以下の通りです。

（投資対象とするマザーファンドにおいて有価証券の貸付の指図を行った場合）

マザーファンドの品貸料のうちファンドに属するとみなした額に50％未満の率※を乗じて得た額
※2025年3月19日現在、合計で49.5％（税抜45％）以内とし、その配分は委託会社29.7％（税抜27％）、受託会社19.8％（税抜18％）で

す。（品貸料はファンドの収益として計上され、その一部を委託会社と受託会社が信託報酬として受け取るものです。）
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マンスリー・レポート

　委託会社・その他の関係法人の概要

■ 委託会社 三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社（ファンドの運用の指図を行う者）

金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第347号
一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会
https://www.smtam.jp/
0120-668001　受付時間 9：00～17：00 [土日・祝日等は除く]

■ 受託会社 三井住友信託銀行株式会社 （ファンドの財産の保管及び管理を行う者）

　販売会社

・ お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、販売会社へお申し出ください。

・ 販売会社は今後変更となる場合があります。

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞
●当資料は三井住友トラスト・アセットマネジメントが作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。
●ご購入のお申込みの際は最新の投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
●投資信託は値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクを伴います。）に投資しますので基準価額は変動します。した
がって、投資元本や利回りが保証されるものではありません。ファンドの運用による損益は全て投資者の皆様に帰属します。
●投資信託は預貯金や保険契約とは異なり預金保険機構および保険契約者保護機構等の保護の対象ではありません。また、証券会
社以外でご購入いただいた場合は、投資者保護基金の保護の対象ではありません。
●当資料は信頼できると判断した各種情報等に基づき作成していますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。また、
今後予告なく変更される場合があります。
●当資料中の図表、数値、その他データについては、過去のデータに基づき作成したものであり、将来の成果を示唆あるいは保証する
ものではありません。また、将来の市場環境の変動等により運用方針等が変更される場合があります。

当初設定日

一般社団法人
日本投資顧問

業協会

：

　　追加型投信／国内／株式

○

商号等

：ホームページ

登録金融機関　三井住友信託銀行株式会社 関東財務局長（登金）第649号

フリーダイヤル

○○

2015年2月6日

作成基準日 ： 2025年3月31日

：

加 入 協 会 ：

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

　国内株式SMTBセレクション（SMA専用）

一般社団法人
金融先物

取引業協会

登録番号

加入協会

日本証券業
協会
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